
３ 関係会社の状況
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（記載上の注意）
１ 「平均約定金利」は加重平均により小数点第２位まで記載する。
２ 「住宅向」は住宅購入を目的とするいわゆる住宅ローンをいうこととし、住宅を担保に住宅
ローン以外の貸付けを行う場合を含まない。
３ 担保には保証を含まない。
４ 「構成割合」は合計に対する割合を記載する。
５ 「株式取得資金」の貸付は、１件の貸付残高が１億円以上のものについて、その件数及び貸
付残高の合計を記載する。
６ 「件数」は契約件数を記載する。なお、極度方式基本契約については、極度方式基本契約の
件数を計上し、極度方式基本契約に基づく貸付けの件数は計上しない。
７ 「残高」は貸付当初の元本ではなく、残元本を記載する。

（記載上の注意）
１ 「関係会社」とは、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令
第59号）第８条第８項における関係会社をいう。
２ 「議決権の所有又は被所有割合」は、小数点第３位以下を切り捨てて表示する。
３ 「住所」には、国内の関係会社は市区町村名までを記載し、海外の関係会社は都市名までを
記載する。
４ 「関係内容」には、役職員の兼任や資金援助、取引状況等について記載する。
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